第１編　総　則　
第１節　計画の目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　趣旨
この計画は、災対法第42条の規定により、町の地域にかかる災害について、住民の生命、身体及び財産を保護するため、防災基本計画に基づき、必要な事項を定めるものとする。
１　町、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び公共的団体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱
２　防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の災害予防の計画
３　災害応急対策に関する計画
（１）防災組織に関する計画
（２）情報の収集及び伝達に関する計画
（３）災害防除に関する計画
（４）被災者の救助保護に関する計画
（５）災害警備に関する計画
（６）自衛隊災害派遣要請に関する計画
（７）その他の計画
４　災害の復旧に関する計画
５　その他必要と認める計画
第２　計画の用語
この計画において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
１　町　　　　　　　　皆野町
２　町防災計画　　　　皆野町地域防災計画
３　町本部　　　　　　皆野町災害対策本部
４　町本部条例　　　　皆野町災害対策本部条例（昭和38年条例第８号）
５　県　　　　　　　　埼玉県
６　県防災計画　　　　埼玉県地域防災計画
７　県本部　　　　　　埼玉県災害対策本部
８　県支部　　　　　　埼玉県災害対策本部秩父支部
９　災対法　　　　　　災害対策基本法（昭和36年法律第223号）
10　救助法　　　　　　災害救助法（昭和22年法律第118号）
第３　計画の位置付け
この計画は、県防災計画を基準として、共通する計画については県の計画を準用し、その範囲内において作成したものである。
第４　計画の修正
この計画は、状況の変化等に応じて、必要な修正及び補正を行い、常に有効なる防災業務の遂行を図る。
第５　計画の実践

１　町の執行機関は、町長の所轄のもとにその所掌事務並びにこの計画に基づいて防災事務を処理し、町長の行う防災事務が円滑かつ的確に行われるよう必要な処置をしなければならない。
２　町内の公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者は、法令又ははこの計画の定めるところにより、町長の行う防災事務が適切に行われるよう協力し、援助し、若しくは自己の業務に係る防災事務を処理しなければならない。
第６　計画の効果的推進

１　自助、共助による取組の推進
災害による人的被害、経済被害を軽減し、安心・安全を確保するためには、行政による公助はもとより、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等による共助が重要である。個人や家庭、地域、企業、団体等社会の様々な主体が連携して日常的に減災のための取組を進めていく。
２　男女共同参画の視点
男女双方の視点に配慮した防災対策を進めるため、防災に関する政策・方針決定過程や災害現場における女性の参画を拡大するなど、男女共同参画をはじめとした多様な視点を踏まえた防災対策を推進していく。
３　計画の効果的推進に向けた取組
本計画を効果的に推進するため、次の点に留意して取組を進めるものとする。

（１）計画に基づくマニュアル類の作成と訓練等を通じた職員への周知徹底
（２）計画、マニュアル類の定期的な点検や検証
（３）点検や訓練から得られた機関間の調整に必要な事項や教訓等の反映
第２節　皆野町の概況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　自然的条件

１　位置

　　　本町は埼玉県の北西、秩父郡の北東に位置し東経139度５分､北緯36度４分にあり､東は長瀞町と東秩父村に、北は本庄市と神川町に、南と西は秩父市にそれぞれ接している。

東西約15.2㎞、南北は広いところで約7.3㎞、面積は63.74k㎡､その大部分は林野で占められてる。

町の中央には国道140号と秩父鉄道が走り､また、国道140号皆野寄居バイパスや県道10路線とともに秩父地域の交通の要所となっている。都心からは80㎞の圏域にあり、鉄道利用でさいたま市へ約１時間40分、東京へ約２時間で連絡している。
■皆野町の位置
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２　気候

気候は内陸性気候を示し、冬季は北西の季節風が強く、乾燥した晴天が続き降雨量、積雪とも比較的少なく、夏季は高温多湿で気温の年格差が著しいものとなっており、年間の平均気温は13.5℃程度、年間降水量は1,200～1,500㎜程度である。
■気温・湿度・降水量

	年
	気温（℃）
	平均湿度（％）
	降水量（㎜）

	
	平均
	最高
	最低
	
	総量
	１日最大量

	平成21年
	13.5
	36.1
	-7.6
	74
	1,166.0
	93.0

	22年
	13.8
	37.0
	-7.4
	76
	1,369.5
	68.5

	23年
	13.3
	38.3
	-7.9
	73
	1,469.5
	183.0

	24年
	13.1
	36.6
	-8.9
	72
	1,219.5
	132.5

	25年
	13.8
	38.5
	-7.6
	70
	1,370.5
	169.5


	26年
	13.2
	37.6
	-8.7
	72
	1,578.5
	130.0
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３　地形

　　　本町は、地形的には秩父盆地の北東隅部に当たり荒川、赤平川の流路に沿う中央部の皆野・国神地区の平地と、秩父山地の北東部に当たる金沢・日野沢地区、外秩父山地に続く三沢地区に大別され、町の中央部分にある約25％の平坦地が町の中心を形成し、蓑山、大霧山、皇鈴山、登谷山､宝登山､城峯山､破風山の500～1,000ｍ余の山々に囲まれている。
町の最高地は城峯山の1,037.7ｍ、最低地は下田野、小滝の県道（長瀞町との町境）で147.7ｍであり、標高差は890ｍとなっている。

河川は、町の中央を南北へ流れる荒川に、支流の赤平川、日野沢川、三沢川が注ぎ、ほかに遠く利根川へ注ぐ小山川が北の一角を北へ流れている。また、荒川の支流沿いは、山地特有の渓谷を有する河川形状となっており、山地を経て秩父盆地へ向けて流れる荒川の両側には河岸段丘が形成されている。
■皆野町の地形図
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４　地質

町の地質は、金沢、出牛から秩父市黒谷に至る構造線、出牛―黒谷断層によって、大きく二分されており、東側の宝登山の北側及び南側の金崎・皆野地域、蓑山から大霧山―登谷山の間の三沢地域には結晶片岩類が分布している。また、西側の日野沢地域には中・古生代の地層、金沢地域には女岳・男岳付近から西方にかけて跡倉相当層が分布しており、出牛―黒谷断層に沿う国神・金沢地域には地溝状となって第三紀層があり、その第三紀層は荒川、赤平川流域に続き、秩父盆地第三紀層に連続している。

さらに、町には蛇紋岩や石英閃緑岩の貫入が所々にあり、河岸段丘には段丘礫層、山地の頂上付近にはローム層が積もっている場所が存在する。

このように、本町の地質構造は、中・古生代の地層から結晶片岩類、新生代の地層、未固結の礫層、ローム層まで、複雑なものとなっており、こうした状況から発生しやすい災害を挙げると、概ね以下のとおりとなる。
■地形・地質と災害の関連

	地　形
	地　質
	発生しやすい災害

	山地
	急傾斜地の谷、凹型の斜面
	石英閃緑岩
	斜面崩壊、表層すべり、土石流

	
	
	関東ローム層
	斜面崩壊、表層すべり、土石流

	山麓
	谷の出口、急傾斜の扇状地、

急傾斜の麓部
	未固結堆積物
	土石流、渓流の洪水、斜面崩壊

	低地
	谷底、旧可道、支谷の合流点
	
	河川の氾濫、洪水

	
	段丘崖
	
	斜面崩壊


	
	旧河道、河川沿い、谷底、

水田・湿地の盛土、埋土
	
	液状化現象


第２　社会的条件

１　人口

（１）総人口

本町の人口は減少傾向にあり、平成２年の12,571人に対し、平成22年では1,683人少ない、10,888人となっている。この間、持ち家住宅制度の取り組みなどにより、平成７年には人口の増加が見られたが、平成７年以降は、若年齢層を中心とした人口の流出や出生児数の減少などの影響から、人口減少が続いている。
（２）世帯数及び世帯人員

一世帯当たりの人口は毎年減り続け、平成２年の3.64人に対し、平成22年には2.89人となっており、最近20年間で0.75人減少している。しかしながら、この世帯規模の縮小に対して、世帯数は増加傾向で推移しており、平成22年の世帯数は3,762世帯となっており、今後もさらに核家族化が続くものと考えられる。
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■人口・世帯数の推移

	年
	人口
	世帯数
	１世帯当
たり人員
	人口密度

	
	合計
	男
	女
	
	
	

	平成２年
	12,571
	6,101
	6,470
	3,455
	3.64
	198

	　　７年
	12,602
	6,164
	6,438
	3,639
	3.46
	198

	　　12年
	12,199
	5,958
	6,241
	3,773
	3.23
	192

	　17年
	11,518
	5,616
	5,902
	3,771
	3.05
	181

	22年
	10,888
	5,334
	5,554
	3,762
	2.89
	177


[image: image7.emf]
２　土地利用現況

町の総面積63.74k㎡の約６割を山林・原野が占め、東は簑山、登谷山、大霧山、北は宝登山、西は城峯山、破風山などの500～1,000mの山々に囲まれ､町の中央には南北に荒川が流れ、東西から三沢川と日野沢川が合流している。また、荒川に沿って南北に秩父鉄道と国道140号が走り、同バイパスが開通しているとともに、町内には皆野駅、親鼻駅があり、駅周辺を中心として市街地が形成されている。さらに、市街地から、放射状に主要地方道５路線、一般県道５路線が走り、幹線道路網が形成されている。

土地利用の時系列変化を見ると、概ね宅地が増加傾向にあり、一方、田及び畑が減少傾向にあることが特徴であるが、平成27年では宅地が減少、田及び畑が増加傾向となっている。
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全壊数 (棟) － 0 0 0 46 31 34 0 0

半壊数 (棟) － 0 0 0 289 225 236 0 0

焼失棟数 (棟) 冬18時 0 0 0 4 3 4 0 0

死者数 (人) 冬５時 0 0 0 3 2 3 0 0

負傷者数 (人) 冬５時 0 0 0 48 37 39 0 0

避難所避難者数(１週間後) (人) 冬18時 0 0 0 105 55 59 0 0

(人)

平日12時

785 483 694 1,910 1,910 1,910 834 669

(人)

休日12時

1,558 1,040 1,416 2,822 2,822 2,822 1,118 776

電力 停電世帯数（１日後） (世帯)冬18時 0 0 0 176 118 130 0 0

通信 不通回線数（１日後） (回線)冬18時 0 0 0 5 4 4 0 0

都市ガス供給停止件数 (件) － 0 0 0 0 0 0 0 0

上水道 断水人口（１日後） (人) － 0 0 0 1,204 279 286 0 0

下水道 機能支障人口 (人) － 0 0 0 1,528 1,475 1,520 0 45

エレベーター閉じこめ（直後）(台) － 0 0 0 2 1 1 0 0

災害廃棄物量 (万t) 冬18時 0 0 0 0.8 0.5 0.6 0 0
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ケース

建物

人的被害

帰宅困難者

生活支援

立川断層帯

項目

火災

単位

元禄型

関　東

茨城県

南　部

東京湾

北　部

予測内容

関東平野北西縁断層帯

■地目別面積の推移

	年
	合計
	宅地
	田
	畑
	山林・原野
	その他

	
	面積
	構成比
	面積
	構成比
	面積
	構成比
	面積
	構成比
	面積
	構成比
	面積
	構成比

	昭和61年
	63.07
	100.0
	1.89
	3.0
	0.65
	1.0
	6.61
	10.5
	37.50
	59.5
	16.42
	26.0

	平成３年
	63.61
	100.0
	2.05
	3.2
	0.63
	1.0
	6.28
	9.9
	37.55
	59.0
	17.10
	26.9

	８年
	63.61
	100.0
	2.21
	3.5
	0.58
	0.9
	6.00
	9.4
	36.40
	57.2
	18.42
	29.0

	12年
	63.61
	100.0
	2.30
	3.6
	0.52
	0.8
	5.86
	9.2
	37.24
	58.5
	17.69
	27.8

	18年
	63.61
	100.0
	2.35
	3.7
	0.50
	0.8
	5.76
	9.1
	37.48
	58.9
	17.52
	27.5

	27年
	63.74
	100.0
	2.34
	3.7
	0.50
	0.8
	5.79
	9.1
	37.64
	59.1
	17.47
	27.4



３　道路

町域の中央を南北に縦断する国道140号と同バイパスを中心として、主要地方道５路線､一般県道５路線によって、幹線道路網の骨格が形成されており、これらの国・県道を軸にして幹線町道や主要林道が各集落から河川と並走し接続し、さらに、その他の町道・林道がそれらに接続して本町の生活基盤として経済社会活動を支えている。

国道140号皆野寄居バイパスの開通にともない、週末になると皆野～黒谷間が渋滞となるため、交通渋滞の緩和や秩父地域へのアクセス強化を図ることを目的として、現在、平成28年度の完了に向けて、順次、皆野秩父バイパスの整備が進められている。
市街地周辺では住民の生活環境の改善や、歩行者の安全確保を念頭においた整備が、また集落間道路では車両のすれちがいのできる待避所や、見通しのきかないカーブや急勾配箇所の整備が計画的に進められている。

町道の整備率は舗装率56.5％、改良率16.8％となっており、災害時の避難路確保の観点からも、さらなる道路の整備・充実が課題として挙げられる。
■町道の状況
	年
	実延長（km）
	改良済実延長

（km）
	改良率（％）
	舗装済実延長（km）
	舗装率（％）

	
	計
	幅員3.5m未満
	3.5m

～5.5m
	5.5m以上
	
	
	
	

	平成23年
	188.8
	142.0
	40.9
	5.9
	27.4
	14.5
	104.1
	55.2

	平成24年
	188.9
	141.2
	41.8
	5.9
	28.5
	15.1
	104.9
	55.5

	平成25年
	189.2
	140.8
	42.7
	5.8
	29.7
	15.7
	106.5
	56.3

	平成26年
	189.4
	140.0
	43.4
	5.9
	30.8
	16.3
	106.8
	56.4

	平成27年
	189.3
	138.4
	44.5
	6.4
	31.8
	16.8
	106.9
	56.5



４　公共交通機関

公共交通機関としては、町の中央部を南北に秩父鉄道が走り、皆野駅と親鼻駅が設置され、１時間に２～４本の列車が運行されている。路線バスは、町営バスが２路線（日野沢線・金沢線）、民営バスが１路線（西武観光バス・三沢線）走っている。
自家用車の普及や学生の減少などにより、公共交通機関の利用は減少しているが、通勤・通学者や子ども、高齢者、観光客などにとって、重要な交通手段となっている。
５　ライフライン

（１）上水道

町の生活用水は、秩父広域市町村圏組合水道局と小規模水道組合によって供給されており、上水道普及率（平成26年度末現在）は92.5％となっている。
今後は、老朽施設の計画的な更新、災害時の給水体制の確保、水道施設の適切な維持管理体制の確立を目指すとともに、災害時におけるライフラインの確保の観点から、上水道施設の耐震性・防災性の向上を図る。

（２）下水道

町の下水道は､秩北特定環境保全公共下水道整備事業(計画区域面積227.5ha)により、昭和55年より事業を開始し、長瀞浄化センターの第１期工事竣工に合わせて平成９年度より供用を開始、その後順調に整備を進め現在に至っている。
平成26年度末現在、町における計画処理人口に対する進捗率は79.9％、町全体の下水道普及率は58.0％となっている。
今後は施設の更新時期を迎えるため、既に策定してある長寿命化計画に基づき、計画的かつ効率的な修繕・更新を推進する。
第３　災害履歴
明治維新前後以降、本町に大きな被害を及ぼした主な災害を以下に列挙する。
■町の主な災害履歴

	種別
	西暦（和暦）
	名称
	主な被害

	火災
	1848（嘉永元年）
	金沢村出牛の火災
	全焼９戸、14棟。焼失寺社１。

	
	1880（明治13年）
	日野沢村藤原の火災
	全焼６戸、10棟

	
	1882（明治15年）
	大淵の大火
	全焼243戸、326棟。焼失寺社11。

	
	1890（明治23年）
	皆野村原の大火
	全焼26戸、37棟。半焼３戸、３棟。

	
	1895（明治28年）
	日野沢村藤原の火災
	全焼16戸、19棟。半焼２戸、６棟。

	
	1918（大正７年）
	大淵の大火
	全焼14戸、半焼３戸、36棟。

	
	1920（大正９年）
	金沢村出牛の大火
	家屋全焼28世帯、７棟。

	
	1930（昭和５年）
	皆野村腰火災
	焼失家屋13、記録不明。

	
	1945（昭和20年）
	皆野町皆野駅前火災
	家屋全焼24世帯、29戸。

	水害
	1910（明治43年）
	明治43年の水害
	寛保の水害以降最も大きな爪痕を残す。

	
	1938（昭和13年）
	昭和13年９月１日の洪水
	被害甚大。

	
	1940（昭和15年）
	日野沢村沢辺若浜の洪水
	被害甚大。

	
	2007（平成19年）
	台風９号による浸水・冠水等による被害
	床下浸水６棟、道路冠水５箇所、崖くずれ24箇所、水道20戸、電気18戸

	雪害
	2014（平成26年）
	平成26年２月14日からの大雪
	積雪98cm（熊谷地方気象台秩父観測候所）

災害救助法が適用、自衛隊災害派遣

孤立集落　３集落（39世帯・80人）

住宅被害　235棟（一部損壊）

農業施設被害　79棟

（全壊70棟、半壊７棟、一部損壊２棟）


第４　今後予想される災害
町に発生する災害又は発生が予想される災害は、おおむね次に掲げるとおりである。
１　台風又は集中豪雨による水害（洪水、崖くずれ、土石流、地すべり、浸水等の被害）
２　台風、竜巻、季節風による風害
３　雷雨に伴う落雷、ひょう害
４　大雪による雪害
５　寒冷高気圧による凍霜害
６　地震による災害
７　大規模な火災及び集団的交通災害
８　その他多数の者の生命、身体、財産に危険がある場合
第３節　　地震被害想定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　地震被害想定調査の概要
　　本計画は、県が平成24、25年度に実施した「第５回地震被害想定調査」を前提とする。
１　調査の概要

（１）被害想定の単位

被害想定は、埼玉県全体を250ｍメッシュ単位で行うことを基本とし、項目によって、市区町村ごと、施設ごとの予測を行うこととしている。

■埼玉県全図


第２　被害想定を行う季節・時刻・風速
地震による被害は、季節・時刻による社会的な条件の違いや気象の条件の違いによって変わってくるため、想定地震ごとに、以下に示すケースを設定して予測を行った。

１　季節・時刻３ケース

（１）冬５時－大多数の人が在宅し、住宅による死傷者が最も多くなるケース

（２）夏12時－大多数の人が通勤先・通学先に移動しており、日中の平均的なケース

（３）冬18時－火気の使用が一年中で最も多く、火災の被害が最も多くなるケース

２　風速２ケース

（１）３m/s －平均的な風速のケース

（２）８m/s －強風のケース
第３　想定地震
首都直下型地震にかかる最新の科学的知見や県における過去の被害地震を踏まえ、以下の５つの地震を想定地震とする。
■対象とする想定地震



■対象とする想定地震
■想定地震の断層位置図
　　　　　　　【活断層型地震の想定について】

第４　町において想定される最大地震動
　　県が想定した５つの地震に対して、皆野町に最も大きな揺れが発生すると想定されているのは「関東平野北西縁断層帯地震」で、最大震度は６強と予測されている。
　　この関東平野北西縁断層帯は、断層の北端が群馬県側まで伸び、破壊開始地点として「北」「中央」「南」の３地点から想定されており、特に「北」から破壊が開始された場合、本町にとって最も広範囲で揺れが大きくなると予想されている。
■想定５地震に対する皆野町で予想される最大震度
	市町村
	東京湾

北部　
	茨城県

南部　
	元禄型

関東　
	関東平野北西縁断層帯
	立川断層帯

	
	
	
	
	北
	中央
	南
	北
	南

	皆野町
	４
	４
	４
	６強
	６強
	６強
	５弱
	５弱



■地表震度分布図【関東平野北西縁断層帯地震】




第５　町内の被害予測
　　本町においては、「関東平野北西縁断層帯地震」が発生した場合に多くの被害が予測されており、その中でも破壊開始点「北」のときに最も被害が大きくなると予測されている。さらに、帰宅困難者に関しては、すべての想定地震において発生が予測されていることから、日頃からの啓発活動や帰宅困難者のための支援体制の整備、情報収集伝達体制の強化などを含めた総合的防災体制を整備・推進していく必要がある。
■想定５地震に対する皆野町で予想される最大震度



第４節　防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱　　　　　　
【町・各機関】

共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　趣旨
防災に関し、町、指定地方行政機関、県、指定公共機関、指定地方公共機関及び公共的団体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱は、おおむね次のとおりである。
第２　町
町は、町の地域並びに住民の生命、身体、財産を災害から保護するため、町の執行機関及び他の公共団体並びにその他の関係機関の協力を得て、おおむね次に掲げる事務を処理する。
１　災害予防
（１）防災に関する組織の整備に関すること。
（２）防災に関する訓練の実施に関すること。
（３）防災に関する物資・資材の備蓄、整備、点検に関すること。
（４）防災に関する施設及び設備の整備及び点検に関すること。
（５）前各号のほか、災害が発生した場合における災害応急対策の実施の支障となるべき状態等の改善に関すること。
２　災害応急対策
（１）警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関すること。
（２）消防、水防その他の応急措置に関すること。
（３）被災者の救難、救助その他の保護に関すること。
（４）災害を受けた児童及び生徒の応急教育に関すること。
（５）施設及び設備の応急の復旧に関すること。
（６）清掃、防疫その他の保健衛生措置に関すること。
（７）交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関すること。
（８）緊急輸送の確保に関すること。
（９）避難所の管理に関すること。

（10）医療救護に関すること。

（11）救援物資に関すること。

（12）前各号のほか、災害の防御又は拡大防止のための措置に関すること。
３　災害復旧・復興対策
（１）災害復旧・復興の基本方針の作成に関すること。
（２）被災者、被災事業者の自立支援に関すること。
（３）公共土木施設の災害復旧に関すること。
第３　県

	県の機関
	事務又は業務の大綱

	秩父地域振興センター
	１　県災害対策本部秩父支部の設置に関すること。
２　県災害対策本部秩父現地対策本部の設置に関すること。

３　災害情報の収集及び報告に関すること。
４　市町村及び防災関係機関との連絡調整に関すること。
５　災害応急対策の把握に関すること。
６　秩父防災基地の開設に関すること。

	秩父福祉事務所・秩父保健所
	１　保健衛生関係の被害状況の収集に関すること。

２　細菌及び飲料水の水質検査に関すること。
３　そ族、衛生害虫等の消毒方法の指示に関すること。
４　感染症発生に伴う調査指導及び防疫活動に関すること。
５　災害救助食品の衛生に関すること。
６　病院、診療所及び助産所に関すること。
７　り災者の医療助産その他の保健衛生に関すること。

	秩父農林振興センター
	１　農林畜水産被害状況の調査に関すること。
２　農作物等農業共済に関すること。
３　農業災害融資に関すること。
４　り災者の食料等の確保及び輸送に関すること。
５　主要農作物の種子及び苗の確保に関すること。
６　農作物病害虫防除対策及び指導に関すること。
７　防除機具及び農薬の調整に関すること。

８　治山、森林管理道施設の応急対策に関すること。

	秩父県土整備事務所
	１　降水量及び水位等の観測通報に関すること。
２　洪水予報及び水防警報の受理及び通報に関すること。
３　水防管理団体との連絡指導に関すること。
４　河川、道路及び橋りょう等の被害状況の調査及び応急修理に関すること。

	秩父警察署


	１　情報の収集、伝達及び広報に関すること。
２　警告及び避難誘導に関すること。
３　人命の救助及び負傷者の救護に関すること。
４　交通の秩序の維持に関すること。
５　犯罪の予防検挙に関すること。
６　行方不明者の捜索と検視（見分）に関すること。

７　漂流物等の処理に関すること。
８　その他治安維持に必要な措置に関すること。


第４　指定地方行政機関
	機関の名称
	事務又は業務の大綱

	関東農政局生産部生産技術環境課
	１　災害の発生地域に対し、知事からの要請により、米穀並びに乾パンを確保供給すること。

	埼玉森林管理事務所
	１　国有林野の保安林、保安施設（治山施設）等の維持造成に関すること。
２　災害復旧用材（国有林材）の供給に関すること。

	熊谷地方気象台
	１　気象、地象、水象の観測並びにその成果の収集及び発表に関すること。
２　気象業務に必要な観測体制の充実を図るとともに、予報、通信等の施設及び設備の整備に関すること。
３　気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る。）及び水象の予報及び特別警報・警報・注意報並びに台風、大雨、竜巻等突風に関する情報等の伝達・周知に関すること。
４　緊急地震速報（警報）の利用の心得などの周知・広報に関すること

５　市町村が行う避難勧告等の判断・伝達マニュアルやハザードマップ等の作成に関する技術的な支援・協力に関すること。

６　災害発生時（発生が予想される時を含む）において都道府県や市町村に対して気象状況の推移やその予想の解説等を行うこと

７　都道府県や市町村、その他の防災関係機関と連携し、防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発活動に関すること。

	秩父労働基準監督署
	１　工場、事業所における労働災害の防止に関すること。


第５　指定公共機関及び指定地方公共機関

	機関の名称
	事務又は業務の大綱

	(株)ＮＴＴ東日本－関信越埼玉支店
	１　電気通信設備の整備に関すること。

２　災害時における非常通信の確保及び警報の伝達に関すること。
３　被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関すること。

	東京電力パワーグリッド(株)熊谷支店
	１　災害時における電力供給に関すること。
２　災害発生時の無線による連絡に関すること。
３　被災施設の応急対策及び災害復旧に関すること。

	日本郵便(株)
皆野郵便局
	１　被災者に対する郵便葉書等の無償交付

２　被災者が差し出す郵便物及び被災地あて救助用郵便物の料金免除

３　郵便振替による義援金の送金の料金免除

４　窓口業務の維持

５　郵便為替による災害義援金の無料送金

	秩父鉄道(株)
	１　鉄道施設等の安全保安に関すること。

２　災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること。

	(一社)埼玉県トラック協会
	１　災害時における貨物自動車（トラック）による救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること。


第６　皆野町を管轄する一部事務組合

	機関の名称
	事務又は業務の大綱

	秩父広域市町村圏組合
	１　災害時における火葬及び霊柩業務に関すること。
２　災害時における廃棄物の処理に関すること。
３　災害時における消防、救助及び救急業務に関すること。
４　飲料水の供給活動の実施に関すること。

５　水道被災施設の応急対策及び復旧活動の実施に関すること。


第７　防災上重要な機関

	機関の名称
	事務又は業務の大綱

	秩父郡市医師会
	１　医療及び助産活動の協力に関すること。
２　防疫その他保健衛生活動の協力に関すること。
３　災害時における医療救護活動の実施に関すること。

	秩父郡市歯科医師会
	

	秩父郡市薬剤師会
	

	医療生活協同組合
	

	(株)秩父総合食品卸売市場
	１　災害時における食料の調達・配給の協力に関すること。

	(一社)埼玉県建設業協会秩父支部
	１　災害時における河川、道路及び橋りょう等の応急対策及び災害復旧の協力に関すること。


第８　公共的団体その他防災上重要な施設の管理者
１　ちちぶ農業協同組合
（１）町が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること。
（２）農作物の災害応急対策の指導に関すること。
（３）被災農家に対する融資、斡旋に関すること。
（４）農業生産資材及び農家生活資材の確保、斡旋に関すること。
（５）農作物の需給調整に関すること。
２　皆野町商工会等商工業関係団体
（１）町が行う商工業関係被害調査、融資希望者のとりまとめ、斡旋等の協力に関すること。
（２）災害時における物価安定についての協力に関すること。
（３）救援物資、復旧資材の確保についての協力、斡旋に関すること。
３　病院等経営者
（１）避難施設の整備と避難訓練の実施に関すること。
（２）被災時の病人等の収容、保護の実施に関すること。
（３）災害時における負傷者の医療と助産救助に関すること。
４　金融機関
（１）被災事業者等に対する資金の調達に関すること。
５　（社福）皆野町社会福祉協議会
（１）災害時における独居高齢者、障害者等への援護活動の実施に関すること。
（２）災害時におけるボランティア活動の支援に関すること。
６　社会福祉施設経営者
（１）避難施設の整備と避難等の訓練
（２）災害時における収容者の保護
７　自主防災会、行政区、女性団体等の団体
（１）町が実施する応急対策についての協力に関すること。

８　日本赤十字社皆野町分区
（１）医療救護の実施に関すること。

（２）救援物資の配分に関すること。

（３）災害時の活動（応急手当・炊出し・安否確認等）に関すること。
第５節　住民及び事業者の基本的責務　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　住民の基本的責務

  　自らの身の安全は自らが守るのが防災の基本であり、住民はその自覚を持ち、平常時より、食品・飲料水その他の生活必需物資の備蓄や防災訓練への参加等、災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らの身の安全を守るよう行動し、初期消火、近隣の負傷者・避難行動要支援者への援助、避難所の自主的運営のほか、防災関係機関が行う防災活動との連携・協力、過去の災害から得られた教訓の伝承に努めなければならない。また、住民は、震災等に強い地域づくりを担う一員として、次の役割を担うものとする。

　１　平常時の役割

	（１）防災に関する学習

（２）火災の予防

（３）防災用品、非常持出品の準備

（４）家庭内での備蓄（最低３日間（奨励１週間）分を目標）
（５）ローリング備蓄（備蓄品を普段から多めに備蓄し、使用しながら買い足すこと）の実施
（６）家具類の転倒・落下・移動防止対策（家具の配置見直し等）
（７）ガラスの飛散防止対策

（８）ブロック塀や自動販売機等、住居回りの安全化

（９）震災時の家族同士の連絡方法の確認

（10）町の実施する防災訓練への参加

（11）近隣居住者との積極的な交流及び地域活動（行政区の活動等）への参加

（12）住宅の耐震化

（13）地震保険への加入

（14）緊急地震速報の受信

（15）災害用伝言ダイヤル等の手段の確保


　２　災害時の役割

	（１）初期消火

（２）避難時には電気のブレーカーを切り、ガスの元栓を閉める。

（３）自主防災活動への参加、協力

（４）避難所でのゆずりあい

（５）町、防災関係機関が行う防災活動への協力

（６）風評に乗らず、風評を広めない


第２　事業者の基本的責務

  　事業所は、災害時に果たす役割（従業員や利用者の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域への貢献）を十分に認識し、災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）の作成に努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画の策定などにより、防災活動の推進に努める。
第６節　防災対策の基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・全課】

共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　基本理念
  　町において、防災は、住民の生命、身体及び財産を災害から保護する最も基本的で重要な施策である。今般、最新の科学的知見や過去の被害地震等に基づく地震被害想定調査の結果、本町においては、「関東平野北西縁断層帯地震」が発生した場合、町域に多くの被害をもたらす恐れが明らかになったことから、阪神・淡路大震災や東日本大震災等、過去の大規模災害による教訓を踏まえ、災害対策の一層の充実強化を進めていくこととする。

　　災害対策にあたっては、災害対策基本法に基づき、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念に据え、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめる対策を講じていくこととする。
第２　防災対策の基本方針
  　上記の基本理念に基づき、町全体で災害対策を進めていくための基本方針を以下に定める。
１　自助、共助の強化・地域防災力の向上

家庭における取組（家具の固定、災害用伝言サービスの利用、家庭内備蓄等）を促進することにより自助を強化するとともに、自主防災組織などの共助の能力を高めることで、町民の被害を最小化する。
２　多重防御による減災対策

　　減災対策では、まず災害予防段階における周到かつ十分な対応が重要となる。レベル１の地震に対しては、被害抑止につながるハード対策を確実に実施して、被害ゼロを目指す防災を実現する。さらに、極低頻度のレベル２の地震に対しては、ハード対策とともに、避難によって人命を守ることを最優先として、被害軽減につながる自助・共助としての避難対策や地域コミュニティの活用、公助としての災害情報の充実等のソフト対策を組み合わせた「多重防御」による減災を目指す。

３　災害教訓を踏まえた災害対策の改善
災害対策には、時間の経過とともに、災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興の３段階があり、それぞれの段階において計画的に災害対策を進めていく必要がある。そのため、過去の災害などから得られた教訓を踏まえ、継続的にＰＤＣＡサイクルを適用して、絶えず災害対策の改善を図っていくこととする。
４　人命確保の推進
被害が発生したときには、的確な避難誘導や要配慮者の保護はもとより、被害規模を可能な限り早期に把握し、正確かつ詳細な情報収集を行うとともに、人命確保を最優先に、人材・物資等災害応急対策に必要な資源を適切に配分する。また、年齢、性別、障害の有無といった被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応できるよう努めるとともに、とりわけ、高齢者や障害者等の避難行動要支援者に対して、きめ細かな支援を実施する。
５　二次災害への備え

様々な二次災害の可能性を想定し、防災拠点の電源・燃料の多重化や、避難者の受入れ及び帰宅困難者対策等の推進に努める。
第３　減災目標

  　国の減災目標・地震防災戦略、県の減災目標を踏まえ、本町における減災目標を以下のとおり設定し、可能な限り早期の達成を目指すこととする。
■皆野町減災目標　
	減災目標
	目標を達成するための対策や項目

	死者・負傷者を約25人減少させる。(約50％)
	・建物の耐震化

・家具類の転倒防止対策の推進

・自主防災組織、消防団の初期消火力の強化

・避難行動要支援者対策の充実・強化

・防災教育、防災訓練の充実・強化　　　　　　　  など

	 避難者(１週間後)を約50人減少させる。
(約50％)
	・建物の耐震化
・被災建築物の応急危険度判定
・ライフラインの早期復旧　　　　　　　　　　　　など

	ライフラインを60日以内に95％以上復旧する。
	・施設・設備の耐震化
・設備構成の多重化バックアップ　　　　　　　　　など
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資料：秩父特別気象観測所（観測地点：秩父）





資料：皆野町誌











（単位：人、世帯、人／k㎡）

















資料：国勢調査








※H28.4現在、白岡町は白岡市となっている。
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資料：税務課「固定資産概要調書」（各年１月１日現在）
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資料：建設課（各年３月31日）





資料：皆野町誌等





資料：平成24・25年度埼玉県地震被害想定調査（埼玉県）





資料：平成24・25年度埼玉県地震被害想定調査（埼玉県）





資料：平成24・25年度埼玉県地震被害想定調査（埼玉県）





資料：平成24・25年度埼玉県地震被害想定調査（埼玉県）





資料：平成24・25年度埼玉県地震被害想定調査（埼玉県）





【破壊開始点「北」】





【破壊開始点「中央」】





【破壊開始点「南」】





資料：平成24・25年度埼玉県地震被害想定調査（埼玉県）





注）避難所避難者において、元禄型関東地震と立川断層帯地震（破壊開始点：北）は１日後の避難所避難者数を示している。


注）帰宅困難者の予測は、内閣府（2013）及び埼玉県（2007）の２種類の帰宅困難率を用いて想定されているが、そのうち、最も帰宅困難者数が多いと想定されているケースを掲載している。


注）災害廃棄物量の予測ケース（冬18時）において、「関東平野北西縁断層帯：破壊開始点「北」」では風速3m/Sの場合の想定値を掲載している。


















































最新の知見に基づく震源条件により検証


　※今後30年以内の地震発生確率：2％以下





深谷断層と綾瀬川断層を一体の断層帯として想定


　※今後30年以内の地震発生確率：0.008％以下





首都圏に大きな被害をもたらしたとされる元禄地震


(関東大震災）を想定


　※今後30年以内の地震発生確率：ほぼ0％





再検証





再検証





フィリピン海プレート上面の震源の深さに関する 


最新の知見を反映 


　※今後30年以内に南関東地域発生でM7級の地震


　　が発生する確率：70％
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再検証
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[M7.3]
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[M7.4]





東京湾北部地震





茨城県南部地震





元禄型関東地震
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関東平野北西縁


　　断層帯地震








立川断層帯地震












